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【１】本マニュアルの運用対象者
本マニュアルの主たる運用対象者は下記の者とします。
(ア)事業主
(イ)個人番号関係事務実施者

【２】本マニュアルの目的
事業主および個人番号関係事務実施者は、個人番号ならびに特定個人情報（以下「特
定個人情報等」という）の漏えい、滅失、毀損の防止など特定個人情報等の管理のた
めに必要かつ適切な安全管理措置を講じなければなりません。
本マニュアルでは、技術的安全管理措置のうち特定個人情報等をメールで取り扱う
場合の情報漏えいの防止措置、ならびに情報漏えいの事実が発覚した場合の対応に
ついて定めています。
事業主および個人番号関係事務実施者は、本マニュアルの内容を熟知したうえで
特定個人情報等を扱うメールを適切に行わなければなりません。

【３】特定個人情報等を扱うメールの情報漏えい防止措置
（ア）メール送信時の情報漏えい防止措置
①誤送信の防止
1.メールソフトに直接メールアドレスの入力を行う場合は、入力間違いが無いよ
うに慎重に行いダブルチェックを行います。ダブルチェックは一人で行わず
複数人の目で確認をします。
2.特定個人情報を扱うメールは、必ず送信前に送信内容とその宛先が相違してい
ないかどうか確認します。
3.特定個人情報を扱うメールに添付ファイルのある場合は、必ず送信前にファイ
ルを開けて内容を確認します。
②送信内容の確認
1.社外宛メールを送信する場合は必ず上長のメールアドレスなどをBCC（相手
先が上長のメールアドレスを知っている場合はCCでもよい）に入れ、情報漏
えいが起こっていないかどうかの確認体制をつくります。
③外部からの不正アクセスに対する対策
1.送信したメールソフト内の特定個人情報を含むメールは定期的に削除し、ソフ
ト内に情報を残しません。

（イ）メール受信時の情報漏えい防止措置
1.外部からの不審なメールに添付されたファイルは開封しません。
2.受信するメールソフト内の特定個人情報を含むメールは定期的に削除し、ソフ
ト内に情報を残しません。

【４】情報漏えいの事実が発覚した場合の対応
①特定個人情報等の情報漏えいの事案が発覚した場合は下記のとおり適切かつ迅
速に対応します。
1.事案を確認した者から事業主、事務取扱責任者へ報告
2.影響を受ける可能性のある本人への連絡
3.特定個人情報保護委員会および主務大臣等への報告
②特定個人情報等の漏えい事案が発覚した場合は下記のとおり再発防止措置を講
じます。
1.事業主および個人番号関係事務実施者全員参加による情報漏えい防止のミー
ティングを開催します。
A)時期：事案が発覚後○日以内
B)議事：
(1)周知----------特定個人情報等の漏えい事案の事実確認
(2)問題提起---原因、ならびに課題の究明、明確化
(3)改善策------再発防止措置の構築、決定
C)マニュアル改定：特定個人情報の漏えい防止ミーティング開催後○日以内
に再発防止措置を本マニュアルに追記
2.特定個人情報の漏えい防止ミーティング終了後○日以内にミーティング議事
録を全社員へ公表します。
3.特定個人情報保護委員会および主務大臣等への報告をします。
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